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青森県の県有施設における全面禁煙の実施に関する要請

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　青森県は最短命県で、喫煙率も男性１位、女性４位（2008年）1)と高く、平均寿命、健康寿命延伸のためにも、より一層の喫煙対策が求められています。

　近年、受動喫煙による健康被害の実態が明らかになり、世界保健機構（WHO）の発表によると、受動喫煙により世界で年間約60万人（うち5歳未満の小児約16万6千人）が死亡していると推計されています2)。これを青森県の人口で換算すると、毎年約120人が家庭や職場、公共的施設等における受動喫煙で死亡していることになります。

　青森県の調査（2007年）によると、青森県の小中学生、高校生の６割以上は喫煙者がいる家庭で育っています3)。また、様々な調査結果から、全面禁煙ではない飲食店では、環境基準をはるかに超える環境で、未成年や妊娠可能な年齢の女性、中高年を含む多くの利用客や従業員が受動喫煙の健康被害を受けていることも明らかになっています4)。

　受動喫煙にはどこまでなら安全というレベルがなく、喫煙室や換気装置で受動喫煙を防ぐことは不可能なことから、WHOたばこ規制枠組み条約（2005年）および受動喫煙防止ガイドライン（2007年）、健康増進法（2003年）に基づく厚生労働省健康局長通知（2010年）において、公共的施設は全面禁煙とすることが強く求められています。

　国内においても、神奈川県では2010年より受動喫煙防止条例が施行され、一部の例外を除く全ての公共的施設において全面禁煙が実施され、県民の健康と命が守られるようになってきています。

　その一方で、青森県では率先して対策に取り組むべき県庁や県議会がいまだに全面禁煙になっておらず、喫煙室や換気装置がさらに増設されています。その結果として、県内では飲食店などの民間施設を含む公共的施設の全面禁煙化が遅々として進まず、受動喫煙による健康被害が続き、県民や観光客の健康と命が守られていない状況にあります。

要　請

1. 青森県および県議会は、県庁舎、県議会棟を含む全ての県有施設を早急に全面禁煙にして下さい。

2. 青森県内において、飲食店などを含む公共的な空間における受動喫煙による健康被害をなくすために、実効性のある受動喫煙防止対策を実施して下さい。
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